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ま え が き 

 

 

労働政策研究・研修機構では、勤労生活の実態を把握し、勤労意識の多様な諸側面に

ついて明らかにすることを目的として、2021 年 9 月から 10 月にかけて「第 8 回勤労生

活に関する調査」を実施し、このほど調査結果をとりまとめた。この調査は、1999 年、

2000 年、2001 年、2004 年、2007 年、2011 年、2015 年と過去に 7 回実施しており、今

回の調査が 8 回目となる継続調査である。  

調査は、定例の基本項目と、各回ごとのスペシャル・トピックにより構成されている。

基本項目については、同一の質問項目を同一の調査法により継続して調査しているので、

正確な時系列データを得られることが特徴である。今回の調査では、新型コロナウイル

ス感染症流行の勤労者意識への影響や、兼業・副業、フリーランスなど新しい働き方に

対する意識を取り上げて、スペシャル・トピックとした。  

本報告書は、この調査結果をとりまとめたものである。関係各方面で広く活用してい

ただければ幸いである。  

調査にご協力いただいた皆様には、この場を借りて御礼申し上げたい。  
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